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付属資料１

被

扶

養

者

各

健

診

機

関

保

険

者

受診

受診予約

結果通知

健診データ

請求・支払

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

個別契約

委託

特定健康診査の標準的な事務フローの一例
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代行機関 保険者健診機関加入者

（１）加入者への通知・予約受付

個別契約

被保険者
台帳

対象者を抽出、健診の
案内、受診券を送付

健診の案内
(機関リスト)

受診券

機関リストから
受診機関等を選択

（被保険者・事業者を経由することもありうる）

特定健診を予約

健診機関は予約受付時に特定健診の受診券が
あること（利用できること）を確認する。
受診には、被保険者証と受診券が必要である
ことを伝える。

受診券
発行台帳

健診機関との契約において、受診券を用いない
方法（保険者から対象者リストを健診機関に送
付する等）もありうる。
国保は、被保険者証のみで受診券を発行しない
ことがありうる。
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代行機関 保険者健診機関加入者

（２）特定健診の実施

特定健診の受診受付

被保険者証、受診券を
窓口に提出

被保険者証、受診券を確
認(受診券を受取、保管)

受診券
受診券の保険者記号番号・被保険者番号と
被保険者証と一致することを確認する。
受診券の有効期限を確認する。
健診内容・自己負担額等の条件も確認する。

窓口での負担額を請求窓口での負担額を支払

特定健診を受診（実施）

健診データを入力

健診データ
管理台帳
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代行機関 保険者健診機関加入者

（３）特定健診の結果説明

健診データを入力

健診データ
管理台帳

結果通知表を出力・送付結果通知表

結果通知表を保存

メタボリックシンドロー
ム判定の実施
（自動振分）

結果通知表（健診データファイル）
の「メタボリックシンドローム判定
区分」欄に以下のいずれかを記載。
・基準該当
・予備群該当
・非該当
・判定不能
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代行機関 保険者健診機関加入者

（４）特定健診の結果データの保険者への送付

健診データ
管理台帳

健診データファイルを
作成、送付

健診データファイルを
読込

簡単な事務点検を実施

記録台帳に登録
（階層化・重点化を実施）

特定健診
記録台帳

被保険者番号、受診券発行番号等を
用いて特定健診の受診資格を確認。
健診機関との契約情報を用いて請求
額等を確認。
疑義があれば、健診機関に返戻。

健診データファイルの「保健指導レベ
ル」欄に以下のいずれかを記載。
・積極的支援
・動機付け支援
・なし
・判定不能

可能な限り、ファイルとは別に対象者
リストの添付が望ましい。

保険者が対象者リストを用いて階層
化を実施するため、送付は随時とす
る。

保健指導の対象者
リストを出力・確認

（特定保健指導の事務フロー参照）

保健指導
対象者リスト

健診データ
ファイル

※可能な限り添付
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代行機関 保険者健診機関加入者

（５）特定健診の費用の支払

健診機関毎に特定健診の
委託料を計算

特定健診
記録台帳

健診機関に特定健診の
委託料を支払

支払明細を用いて確認

特定健診の委託料の支払
支払明細

健診データ
管理台帳

個々の健診データファイルに請求
データも格納されていれば、計算。
個別契約では、別途紙での請求書を
定期的に受領する場合も有り。
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機
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保

険

者

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

代 行 機 関
（支払基金等）

請求・支払

集合契約

健診
データ

契
約
と
り
ま
と
め
者

（
健
保
連
・
代
表
保
険
者
等
）

健
診
機
関
と
り
ま
と
め
機
関
等

受診

受診予約

結果通知

請求・支払

健診
データ

実施指示 委託の委任委託

契約情報
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代行機関 保険者健診機関加入者

（１）加入者への通知・予約受付

集合契約

被保険者
台帳

対象者を抽出、健診の
案内、受診券を送付

健診の案内
(機関リスト)

受診券

機関リストから
受診機関等を選択

（被保険者・事業者を経由することもありうる）

特定健診を予約

健診機関は予約受付時に特定健診の受診券が
あること（利用できること）を確認する。
受診には、被保険者証と受診券が必要である
ことを伝える。

受診券
発行台帳
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代行機関 保険者健診機関加入者

受診券発行情報を
代行機関に送信

受診券
発行台帳

受診券ファイルを読込
台帳に登録

受診券
データ

受診券
ファイル

被保険者
台帳

受診券の発行情報に加え、資格異
動情報を代行機関に送信（月次）
ファイル送付かFAX送信、あるい
は通信回線経由でデータベースに
直接登録、のいずれかのパターン
で登録
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代行機関 保険者健診機関加入者

（２）特定健診の実施

特定健診の受診受付

被保険者証、受診券を
窓口に提出

被保険者証、受診券を確
認(受診券を受取、保管)

受診券

窓口での負担額を請求窓口での負担額を支払

特定健診を受診（実施）

健診データを入力

健診データ
管理台帳

受診券の保険者記号番号・被保険者番号と
被保険者証と一致することを確認する。
受診券の有効期限を確認する。
健診内容・自己負担額等の条件も確認する。
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代行機関 保険者健診機関加入者

（３）特定健診の結果説明

健診データを入力

健診データ
管理台帳

結果通知表を出力・送付結果通知表

結果通知表を保存

メタボリックシンドロー
ム判定の実施
（自動振分）

結果通知表（健診データファイル）
の「メタボリックシンドローム判定
区分」欄に以下のいずれかを記載。
・基準該当
・予備群該当
・非該当
・判定不能
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代行機関 保険者健診機関加入者

（４）特定健診の結果データの保険者への送付

健診データ
管理台帳

健診データファイルを
作成、送付

簡単な事務点検を実施

健診データを保険者別に
振分し、台帳に登録

保険者別
健診データ

被保険者番号、受診券発行番号等を
用いて特定健診の受診資格を確認。
健診機関との契約情報を用いて請求
額等を確認。
疑義があれば、健診機関に返戻。

保険者別に健診データ
ファイルを作成、送付

健診データファイルを
読込

健診データファイルの「保健指導レベ
ル」欄に以下のいずれかを記載。
・積極的支援
・動機付け支援
・なし
・判定不能

可能な限り、ファイルとは別に対象者
リスト(ファイル)の添付が望ましい。

保険者が対象者リストを用いて階層
化を実施するため、送付は随時とす
る。

保健指導
対象者リスト

※可能な限り添付
(契約に基づく)

健診データ
ファイル

保健指導
対象者リスト

健診データ
ファイル

保健指導
対象者リスト

(代行機関が健診データファイル
以外受け付けられない場合は別
途保険者へ直送)
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代行機関 保険者健診機関加入者

健診データファイルを
読込

健診データ
ファイル

記録台帳に登録
（階層化を実施）

特定健診
記録台帳

保険者においても簡単な事務点検を
実施する。疑義があれば代行機関に
返戻する。

簡単な事務点検を実施

保健指導の対象者
リストを出力・確認

（特定保健指導の事務フロー参照）
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代行機関 保険者健診機関加入者

（５）特定健診の費用の支払

支払明細

支払明細を用いて確認

保険者別
健診データ

保険者への請求額を計算

保険者に請求
（事務手数料を別途明示）

請求明細

特定健診の委託料、
事務手数料の請求

請求明細を用いて確認

健診機関への
支払額を計算

特定健診の委託料
の支払

健診機関に支払

決済は月次とする。
保険者別健診データ(台帳)より、
決済がなされていないものを抽出
し、保険者への請求額を計算する。

特定健診
記録台帳

健診データ
管理台帳

委託料＋事務手数料
を支払

請求データの消し込み

特定健診の委託料、
事務手数料の支払

代行機関によって、保険者からの
支払が先行する場合と、健診機関
への支払を先行させ、後から保険
者からの支払がある場合がある。

代行機関が支払基金の場合は、
前者のパターンとなる（右図）
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被

扶
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各

保
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指

導

機

関

保

険

者

利用

利用予約

行動計画

保健指導データ（開始・終了等）

請求・支払

リストにある保健指導機関での利用が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

個別契約

委託

特定保健指導の標準的な事務フローの一例
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

（１）利用者への通知・予約受付

個別契約

対象者を決定、案内、
利用券を送付

保健指導の
案内

(機関リスト)

（被保険者・事業者を経由することもありうる）

利用券
発行台帳

保健指導機関との契約において、利用券を用い
ない方法（保険者から対象者リストを保健指導
機関に送付する等）もありうる。

特定保健指導
記録台帳

保健指導の対象者
リストを出力・確認

保健指導
対象者
リスト

利用券の送付にあたっては、
プライバシーに配慮すること。

機関リストから
保健指導機関を選択

保健指導機関は予約受付時に特定保健指導の利用券
があること（利用できること）を確認する。
利用には、被保険者証と利用券が必要であることを
伝える。

特定保健指導を予約

利用券
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

（２）特定保健指導（初回面接）の実施

特定保健指導の利用受付

被保険者証、利用券を
窓口に提出

被保険者証、利用券を確
認(利用券を受取、保管)

利用券
利用券の保険者記号番号・被保険者番号と
被保険者証と一致することを確認する。
利用券の有効期限を確認する。
指導内容・自己負担額等について確認する。

窓口での負担額を請求窓口での負担額を支払

特定保健指導を利用（実施）
（行動計画を作成）

状況確認や各種プログラムの実施予定日の設定

※積極的支援の場合

特定健診の結果通知表があることを
確認する。

原則、初回時に自己負担分を全額
徴収
(終了時の実績評価を対面で予定し
ている場合は、分割徴収も可)
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

保健指導データを入力
（保健指導を開始）

保健指導データ
管理台帳

（３）特定保健指導の開始データの保険者への送付

保健指導データファイル
を作成、送付

保健指導データファイル
を読込

保健指導
データ
ファイル

簡単な事務点検を実施

記録台帳に登録
（保健指導を開始）

特定保健指導
記録台帳

被保険者番号、利用券発行番号等を
用いて特定保健指導の利用資格を確
認する。保健指導機関との契約情報
を用いて請求額等を確認する。
疑義があれば、保健指導機関に返戻
する。
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

（４）特定保健指導の費用（開始時）の支払

保健指導機関に特定
保健指導の委託料を支払

特定保健指導の委託料
（開始時）の支払

保健指導データ
管理台帳

保険者への請求額を計算

保険者に請求

特定保健指導の委託
料（開始時）の請求

決済は月次とする。
保健指導データ管理台帳より、決
済がなされていないものを抽出し、
保険者への請求額を計算する。

請求明細

請求明細を用いて確認

特定保健指導
記録台帳

支払明細

支払明細を用いて確認

保健指導データ
管理台帳
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

（５）特定保健指導の実施・終了時の実績評価（約６ヶ月後）

特定保健指導の終了（実績評価）受付

被保険者証を窓口に提出

被保険者証を確認

特定保健指導の終了時の実績評価（状態確認・成果検証）

終了時の実績評価は、面接は義務付けない。
面接しない場合は、ＩＴ等を用いて状態を確認
すること。

保健指導の期間中に開始時の被保険者の資格を
喪失していることがありうることから、終了時
に限らず、対面できるタイミングで被保険者証
を確認する。
資格を喪失している場合、特定保健指導を中止
する（全額自己負担による継続は可能とする）。

指導期間中の実績（回数）を確認
する（費用算出に必要な場合）。

3ヶ月以上の継続的な支援の実施

活動記録の記入
（特定保健指導データ）

※積極的支援の場合

行動計画に基づく支援計画に沿って特定保健
指導を実施(必ずしも対面にこだわらず、個
別・集団・ＩＴのいずれかを適宜選択)。
途中で資格を喪失し保険者から連絡があった
場合、特定保健指導を中止する（全額自己負
担による継続は可能とする）。
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

保健指導データを入力
（保健指導を終了）

保健指導データ
管理台帳

（６）特定保健指導の終了データ（評価結果）の保険者への送付

保健指導データファイル
を作成、送付

保健指導データファイル
を読込

保健指導
データ
ファイル

簡単な事務点検を実施

記録台帳に登録
（保健指導を終了）

特定保健指導
記録台帳

被保険者番号、利用券発行番号等を
用いて特定保健指導の利用資格を確
認する。保健指導機関との契約情報
を用いて請求額等を確認する。
疑義があれば、保健指導機関に返戻
する。

- 22 -

代行機関 保険者保健指導機関利用者

（７）特定保健指導の費用（終了時）の支払

特定保健指導の委託料
（終了時）の支払

保健指導データ
管理台帳

保険者への請求額を計算

保険者に請求

特定保健指導の委託
料（終了時）の請求

決済は月次とする。
保健指導データ管理台帳より、決
済がなされていないものを抽出し、
保険者への請求額を計算する。

請求明細

請求明細を用いて確認

特定保健指導
記録台帳

保健指導機関に特定
保健指導の委託料を支払

支払明細

支払明細を用いて確認

保健指導データ
管理台帳
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機

関

保

険

者

リストにある保健指導機関での利用が可能と通知（被保険者・事業者を経由することもありうる）

代 行 機 関
（支払基金等）

請求・支払

集合契約

保健指導
データ

（開始・終了等）

契
約
と
り
ま
と
め
者

（
健
保
連
・
代
表
保
険
者
等
）

保
健
指
導
機
関
と
り
ま
と
め
機
関
等

利用

利用予約

行動計画

請求・支払

実施指示 委託の委任委託

契約情報
保健指導
データ

（開始・終了等）

- 24 -

代行機関 保険者保健指導機関利用者

（１）利用者への通知・予約受付

対象者を決定、案内、
利用券を送付

保健指導の
案内

(機関リスト)

（被保険者・事業者を経由することもありうる）

利用券
発行台帳

特定保健指導
記録台帳

保健指導の対象者
リストを出力・確認

保健指導
対象者
リスト

利用券の送付にあたっては、
プライバシーに配慮すること。

機関リストから
保健指導機関を選択

保健指導機関は予約受付時に特定保健指導の
利用券があること（利用できること）を確認
する。利用には、被保険者証と利用券が必要
であることを伝える。

特定保健指導を予約

利用券

集合契約
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代行機関 保険者保健指導機関加入者

利用券発行情報を
代行機関に送信

利用券
発行台帳

利用券ファイルを読込
台帳に登録

利用券
データ

利用券
ファイル

被保険者
台帳

利用券の発行情報に加え、資格異
動情報を代行機関に送信（月次）
ファイル送付かFAX送信、あるい
は通信回線経由でデータベースに
直接登録、のいずれかのパターン
で登録
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

（２）特定保健指導の実施

特定保健指導の利用受付

被保険者証、利用券を
窓口に提出 利用券

窓口での負担額を請求窓口での負担額を支払

特定保健指導を利用（実施）
（行動計画を作成）

状況確認や各種プログラムの実施予定日の設定

※積極的支援の場合

被保険者証、利用券を確
認(利用券を受取、保管)

特定健診の結果通知表があることを
確認する。

利用券の保険者記号番号・被保険者番号と
被保険者証と一致することを確認する。
利用券の有効期限を確認する。
指導内容・自己負担額等について確認する。

原則、初回時に自己負担分を全額
徴収
(終了時の実績評価を対面で予定し
ている場合は、分割徴収も可)
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

（３）特定保健指導の開始データの保険者への送付

保健指導
データ
ファイル

簡単な事務点検を実施

保健指導データを保険者
別に振分し、台帳に登録

保険者別
保健指導データ

被保険者番号、利用券発行番号等を
用いて特定保健指導の利用資格を確
認する。保健指導機関との契約情報
を用いて請求額等を確認する。
疑義があれば、保健指導機関に返戻
する。

保健指導データファイル
を読込

保健指導データを入力
（保健指導を開始）

保健指導データ
管理台帳

保健指導データファイル
を作成、送付
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

保健指導データファイル
を読込

記録台帳に登録
（保健指導を開始）

特定保健指導
記録台帳

保険者においても簡単な事務点検を
実施する。疑義があれば代行機関に
返戻する。

簡単な事務点検を実施

保険者別
保健指導データ

保険者別に保健指導デー
タファイルを作成、送付

保健指導
データ
ファイル
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代行機関 保険者保健指導機関加入者

支払明細

支払明細を用いて確認

保険者別
保健指導データ

保険者への請求額を計算

保険者に請求
（事務手数料を別途明示）

請求明細

特定保健指導の委
託料(開始時)、事
務手数料の請求

請求明細を用いて確認

保健指導機関への
支払額を計算

特定保健指導の委
託料(開始時)の支
払

保健指導機関に支払

決済は月次とする。
保険者別保健指導データ(台帳)よ
り、決済がなされていないものを
抽出し、保険者への請求額を計算
する。

特定保健指導
記録台帳

保健指導データ
管理台帳

委託料＋事務手数料
を支払

請求データの消し込み

特定保健指導の委
託料(開始時)、事
務手数料の支払

（４）特定保健指導の費用（開始時）の支払

代行機関によって、保険者からの
支払が先行する場合と、保健指導
機関への支払を先行させ、後から
保険者からの支払がある場合が
ある。

代行機関が支払基金の場合は、
前者のパターンとなる（右図）
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

（５）特定保健指導の実施・終了時の実績評価（約６ヶ月後）

特定保健指導の終了（実績評価）受付

被保険者証を窓口に提出

被保険者証を確認

特定保健指導の終了時の実績評価（状態確認・成果検証）

終了時の実績評価は、面接は義務付けない。
面接しない場合は、ＩＴ等を用いて状態を確認
すること。

保健指導の期間中に開始時の被保険者の資格を
喪失していることがありうることから、終了時
に限らず、対面できるタイミングで被保険者証
を確認する。
資格を喪失している場合、特定保健指導を中止
する（全額自己負担による継続は可能とする）。

指導期間中の実績（回数）を確認
する（費用算出に必要な場合）。

3ヶ月以上の継続的な支援の実施

活動記録の記入
（特定保健指導データ）

※積極的支援の場合

行動計画に基づく支援計画に沿って特定保健
指導を実施(必ずしも対面にこだわらず、個
別・集団・ＩＴのいずれかを適宜選択)。
途中で資格を喪失し保険者から連絡があった
場合、特定保健指導を中止する（全額自己負
担による継続は可能とする）。
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

保健指導データを入力
（保健指導を終了）

保健指導データ
管理台帳

（６）特定保健指導の終了データ（評価結果）の保険者への送付

保健指導データファイル
を作成、送付

保健指導
データ
ファイル

簡単な事務点検を実施

保健指導データを保険者
別に振分し、台帳に登録

保険者別
保健指導データ

被保険者番号、利用券発行番号等を
用いて特定保健指導の利用資格を確
認する。保健指導機関との契約情報
を用いて請求額等を確認する。
疑義があれば、保健指導機関に返戻
する。

保健指導データファイル
を読込
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

保険者別
保健指導データ

保険者別に保健指導デー
タファイルを作成、送付

保健指導
データ
ファイル

保健指導データファイル
を読込

記録台帳に登録
（保健指導を終了）

特定保健指導
記録台帳

保険者においても簡単な事務点検を
実施する。疑義があれば代行機関に
返戻する。

簡単な事務点検を実施
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代行機関 保険者保健指導機関加入者

支払明細

支払明細を用いて確認

保険者別
保健指導データ

保険者への請求額を計算

保険者に請求
（事務手数料を別途明示）

請求明細

特定保健指導の委
託料(終了時)、事
務手数料の請求

請求明細を用いて確認

保健指導機関への
支払額を計算

特定保健指導の委
託料(終了時)の支
払

保健指導機関に支払

決済は月次とする。
保険者別保健指導データ(台帳)よ
り、決済がなされていないものを
抽出し、保険者への請求額を計算
する。

特定保健指導
記録台帳

保健指導データ
管理台帳

委託料＋事務手数料
を支払

請求データの消し込み

特定保健指導の委
託料(終了時)、事
務手数料の支払

（７）特定保健指導の費用（終了時）の支払

代行機関によって、保険者からの
支払が先行する場合と、保健指導
機関への支払を先行させ、後から
保険者からの支払がある場合が
ある。

代行機関が支払基金の場合は、
前者のパターンとなる（右図）
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

○特定保健指導の資格喪失

指導中の資格喪失者を
抽出、リスト出力

特定保健指導
記録台帳

被保険者
台帳

※個別契約・集団契約の事務フロー共通

保険者別
保健指導データ

連絡は随時とする。

資格喪失者
リスト

保健指導データ
管理台帳

保健指導機関に連絡
(FAX送付が理想)

資格喪失者
リスト

資格の喪失
(当月分までの請求支払)

代行機関は、保険者から代行機関
への連絡日までの請求に対して、
支払処理を行う。

保健指導データファイル
を作成、送付

保健指導
データ
ファイル

保健指導データファイル
を読込
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代行機関 保険者保健指導機関利用者

○特定保健指導の途中脱落

保健指導データ
管理台帳

脱落候補者を抽出

実施予定日に利用がなく、代替日の
設定がない、代替日も欠席するなど、
最終利用日から２ヶ月を経過してい
る者を抽出する。

再開の
御案内

※個別契約・集団契約の事務フロー共通

「再開の御案内」を出力、
保険者・加入者に送付

再開の
御案内

利用者に連絡し、再開
するよう説得

再開時は保健指
導機関に連絡

脱落候補者
リスト

保健指導データ
管理台帳

継続扱い

利用者から「再開の御案内」の送付から
２週間以内に再開依頼の連絡がなければ、
「終了（途中脱落）」とする。
利用者から再開依頼の連絡があった場合、
脱落候補者リストから削除する（保健指
導を継続する）。

途中
脱落

途中脱落登録
当月分までの
請求支払


